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２０２６年度 城西大学大学院経済学研究科  入試問題（第一次） 

試験時間 60分 

 

日本語 

 

注意事項 

 

 １．開始の合図があるまで、問題を開いてはいけません。 

 

 ２．解答は、解答用紙に日本語で書きなさい。 

 

  



1 

 

以下の問題すべてに解答しなさい。 

 

 

Ⅰ次の文章を読み、下記の設問二つに解答しなさい。 

 

女性登用などをテーマに研究を続ける過程で、「逆差別」「不公平」という言葉をインタビ

ュー対象者から聞く機会が増えた。その心理には、自分が手にしていた特権を奪われたとい

う感覚が強いように思われる。これは「相対的剝奪」と社会学・社会心理学で呼ばれる概念

に近い。自らが今後も得られると期待していた地位や権利を失い、他の人と比較して不当に

扱われているなどと捉え、不満を抱いている状態を指す。 

米国では少数派優遇は多数派への逆差別だとする主張が高まるなか、トランプ政権下で

反 DEI（多様性、公平性、包摂性）の動きが加速した。管理職に占める女性や人種・性的少

数者の比率目標を撤回するなど、DEI 推進を縮小・廃止する企業が相次いでいる。 

だが、「女性活躍」推進をはじめ、多様性と包摂性のある社会の実現が道半ばの日本でな

ぜなのか。本稿では職場で逆差別の心理や剝奪感が広がりつつある社会的・心理的要因につ

いて、インタビュー調査事例も参照し、考察する。 

まず、主要な引き金となっているポジティブ・アクション（積極的差別是正措置）につい

て整理したい。 

ポジティブ・アクションとは性別や人種、民族、障害などの理由で不利な立場にある人々

を支援して機会均等を図り、公平な社会を実現するための暫定的な措置を指す。一定の比率

や人数の数値目標を設定し、不利な側に割り当てるクオータ制はその一つである。 

日本はポジティブ・アクションの歴史が浅いうえ、対象となる属性が複数ある欧米に対

し、性別、つまり男女間格差の解消に限定して議論される傾向が強いため、誤解や不適切な

制度運用を招きやすいと考える。 

逆差別の心理などを招く要因の一つは、是正措置の理念や目的が正しく理解されていな

い点だ。ポジティブ・アクションが目指す公平性、機会均等は、競走に例えると全員が同じ

スタート地点に立ち、同時に走り始めること、すなわち機会の平等である。それぞれスター

トする位置を変えて全員を同時にゴールさせる、結果の平等ではない。 

是正措置の前提には、機会不平等が存在する。構造的な差別に対して機会平等を図って

いるのだという理念に思いが至らないと、それは行き過ぎた優遇であるという誤解が生じ、

措置対象外の人たちが不公平感を抱く可能性がある。 

もう一つが、制度運用の問題である。女性登用は人材育成や適正な職務配置、人事評価な

どと併せて行われるべきだが、法律を守るためだけに会社が設定した数値目標達成のため、

十分な能力が備わっていない人材を管理職に登用している場合がある。人事査定にかかわ

る数値目標の達成が、本来の目的を離れ、自己目的化されたケースだ。 

中堅メーカー勤務の 39 歳の男性は、商品企画部で実績を上げて昇進間近と目されていた

著作権処理の都合上、本問題は掲載しておりません。 
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課長ポストを「数合わせのため、女性に奪われた」と訴える。課長に就いたのは、年次が 2

年上で広報部から異動してきた女性。部長からは「少しの間、彼女の面倒を見てやってほし

い」と指示された。 

女性課長はリーダーとして采配を振るえないばかりか、部下の女性からパワハラで訴え

られるなど、部内の生産性は著しく低下した。転職活動中のこの男性は「女性優遇策が男性

差別を生んでいる。自分の働きが全く報われない」と憤る。 

かつての男性中心の企業社会では、特権と引き換えに長時間労働や出世競争による生活

の質の低下、社会関係資本の乏しさなどを受け入れてきた。特権だけでは埋めがたい生きづ

らさへの怒りが、ポジティブ・アクションをきっかけに表出した面もありそうだ。 

パーソル総合研究所が人事担当、経営層に女性活躍推進政策に対する意見調査を行って

いる。「登用や育成は実力で行われるべきだ」（60.8%）、「女性自身が望んでいないから登用

は難しい」（53.4%）、「比率を追いかけるのは本質的ではない」（49.3%）などが回答の上位

を占めた（図 1 参照）。 

不公平感などを抱く可能性がある

事象は、ポジティブ・アクションを巡

るケースだけではない。例えば、育児

休業取得者のいる部署で人員補充が

なく、育休中社員の仕事を代替する社

員に負担がかかっている場合である。

職場の少数派である育休取得者への

両立支援を、多数派である他の社員が

過剰な優遇と捉え、自身への業務負荷

に不公平感などを抱くケースだ。 

流通大手の販売促進部に在籍する

36 歳で未婚の女性は、育休中の女性

社員の業務カバーで残業が続き、疲労

感から単純ミスを繰り返すなど職務

に支障をきたすようになった。 

上司に育休女性の業務カバーを減らしてほしいと要望したが、「育休取得者を増やすのは

社の方針」と聞き入れてもらえなかった。「対外的にアピールするのが狙い。独身女性の生

き方を否定されているようだ」と怒りをあらわにする。 

パーソル総合研究所が 7 月に公表した「ケア就業者に関する研究」では、育児や介護を

しながら働く「ケア就業者」（休業中を除く）の業務をフォローする「非ケア就業者」は、

業務フォローの必要がない非ケア就業者と比べ、月間の平均残業時間が 5.6 時間長かった

（1.7 倍）。そして、業務をフォローしなければならない非ケア就業者の 42.6%がケア就業

者に対して不満を抱いていた（図 2 参照）。 

著作権処理の都合上、本問題は掲載しておりません。 
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このような逆差別の心理や不公平感を軽減するには、どうすればよいのか。 

まずは、理念の周知を徹底して行うことだ。是正措置の狙いや意義、各企業が策定した女

性活躍推進法に基づく行動計画について分かりやすく学ぶ機会を設け、研修テーマとして

積極的に扱うといった行動だ。「こういうご時世だから」などと受け流さず、理解を促す継

続的な取り組みが不可欠である。 

育児や介護に伴う休業、短時間勤務など特定の社員に対する配慮によって生じる業務負

荷への不満を和らげるには、全社員を対象に長時間労働を是正し、ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）を図る、働き方の全面見直しを行うべきであろう。 

業務をフォローする社員に手当を支給したり、賞与の査定に加味したりする企業も出始

めている。だが、金銭的な補助以上に、フレックスタイム制や在宅勤務も活用し、リスキリ

ング（学び直し）、趣味・レジャーなど仕事以外の時間を活用できる制度を整備し、そうし

た職場風土を醸成するほうが効果的である。 

再雇用のシニア社員、外国籍の労働者を含め、働く人の属性や働き方は多様化している。

職場のダイバーシティーは意思疎通を図る難しさなどがある一方、先鋭化しがちな党派的

な対立を防ぎ、権力・対立関係を緩和する作用も期待できる。少なくとも職場においては、

剝奪された感覚が生じないよう、より相互理解と機会均等を進めることが可能なのである。 

（出典：奥田祥子 経済教室「多様性は対立防止の効果も」日本経済新聞 2025 年 8 月 28 日） 

 

問１ 上の文章の筆者は、職場において「不公平」「逆差別」という感覚が広がっている理

由について、どのように考えているかを 300 文字程度で書きなさい。 

問２ 上の文章を読んで自分で考えたことを 200 文字程度で書きなさい。 

 

 

Ⅱ 次の文章は、川口大司「AIと雇用（中）新たな格差に注意が必要」『日本経

済新聞』2025 年 10 月 6 日の新聞記事の一部である。この文章を読み下記の設

問に答えなさい。 

 

米オープンＡＩによる対話型ＡＩ（人工知能）「Ｃｈａｔ（チャット）ＧＰＴ」の２０２

２年１１月のリリース以来、生成ＡＩの利用は拡大している。米ハーバード大学のデビッ

ド・デミング教授とオープンＡＩのチームによる最近の研究によると、全人口の１０％が週

に１度はチャットＧＰＴを使っており、特に高学歴の専門的な職業に就く人の利用が広が

っているという。研究チームは匿名化されたデータを分析し、最近では利用の約３割が仕事

関連であると明らかにした。利用目的は実践的なアドバイスの探究、情報検索、文章執筆が

８割を占め、中でも文章執筆のツールとしての利用が大宗を占める。 

このように利用が拡大しつつある生成ＡＩがどのように雇用や労働生産性、賃金に影響

を与えるのか、関心が集まっている。この分野の研究には大まかに３つの種類がある。 

著作権処理の都合上、本問題は掲載しておりません。 
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第一に職業データベースなどを使って職業ごとの生成ＡＩへの「暴露」を計算し、労働者

全体の何割が生成ＡＩの影響を受けそうかを分析するものである。 

第二は特定の職業に着目し、生成ＡＩを利用するグループと利用しないグループを分け

て実験をし、質を含めた生産性がどう変化するか分析するものである。 

第三は経済全体のデータを用いて、実際に生成ＡＩを利用することが雇用・労働時間・生

産性・賃金にどのような影響を与えたかを分析するものである。 

第一のカテゴリーの研究は、様々な職業でどのような作業（タスク）が行われているかを

列挙した職業データベースと、どのようなタスクが生成ＡＩによって置き換わるかを専門

家や生成ＡＩが判断したデータベースを合わせて分析する。最も有名なのは英オックスフ

ォード大学のカール・フレイ氏とマイケル・オズボーン氏が２０１３年に発表した研究で、

１０～２０年間のうちに米国の職の４７％がＡＩをはじめ機械で置き換わるとした。世間

に衝撃を与えたものの、その後、大量の技術失業が起こっているわけではない点から、ある

職業が生成ＡＩ技術に置き換わる技術的な可能性があることは、その職がなくなることを

意味しないとの認識が広まりつつある。この種の研究はその後も更新が重ねられ、対象技術

を生成ＡＩに限定した研究が経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）や国際労働機関（ＩＬＯ）から

出されている。ＩＬＯが２５年５月に発表したリポートによれば、全世界の労働者の４分の

１が生成ＡＩに暴露し、事務職が最も強く暴露していること、高所得層ほど暴露しているこ

と、男性よりも女性が暴露していることなどが明らかになった。 

第二のカテゴリーの研究は特定の職業に就く労働者を被験者とし、生成ＡＩを使わせる

グループと使わせないグループをランダムに割り振り、実験前後の生産性の変化を比較す

る。この分野で有名な研究は２つある。１つはマサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ）のシャ

ケッド・ノイ氏とホイットニー・ザン氏の研究で、ライターの執筆の速度と質が生成ＡＩの

利用でどう変化するかを調べた。結果は執筆時間を削減し、原稿の質を向上させ、生産性向

上の効果が認められるというものであった。そして効果はスキルが低い者により大きく、生

成ＡＩは労働者の生産性を平準化する効果があるとしている。スタンフォード大のエリッ

ク・ブリニョルフソン氏らはフィリピンのカスタマーセンターで生成ＡＩのアシストを使

うことが問題解決までの時間を短縮し、顧客満足度を向上させることを明らかにした。この

結果でも効果が初心者に集中しており、生成ＡＩが労働者間の生産性を平準化する効果が

あることが分かった。 

第三のカテゴリーは様々な職業が含まれる経済全体のデータを用いて、生成ＡＩの利用

が雇用・生産性・賃金にどのような影響を与えるかを調べる。この研究はいまだ限定的であ

るが、２５年に入り発表された２つの論文を紹介する。なおこれらは査読を経ていない段階

で、評価が定まっていない点に注意が必要である。１つ目の研究はシカゴ大学のアンダー

ス・フムルム氏とコペンハーゲン大学のエミリー・ヴェスタゴー氏によるデンマークの研究

である。生成ＡＩを仕事で用いているかどうかを聞いたアンケート調査の結果を個人レベ

ルのパネルデータである行政記録情報に接合し、２３．２４年時点で生成ＡＩを利用してい

著作権処理の都合上、本問題は掲載しておりません。 
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るグループとしていないグループで、２２年１１月のチャットＧＰＴの発表前後で所得と

労働時間の変化を分析した。生成ＡＩの利用は所得にも労働時間にも影響を与えていない

という結果であった。一方でテキサス大学のアンドリュー・ジョンストン氏とアリゾナ州立

大学のクリストス・マクリディス氏による米国の研究は、生成ＡＩへの暴露が大きい職が集

中する産業・州でチャットＧＰＴの登場以来、雇用や賃金が上昇したとする。さらに生成Ａ

Ｉが人の助けなく作業時間を減少させる代替的な暴露と、人の助けがある場合に作業時間

を減少させる補完的暴露に分けたところ、代替的な暴露が大きかった産業・州では雇用と賃

金が減り、補完的な暴露が大きかった産業・州では増えたとしている。 

生成ＡＩが賃金に与える影響は研究で結果が異なり確定的な知見が得られているとは言

いがたい。しかし生成ＡＩと補完的な職で生産性が向上し、新しい雇用が作り出される一方、

賃金も上昇したという結果はもっともらしく見える。 

これらの知見を総合して生成ＡＩが未来の労働市場に与える影響を予想しよう。生成Ａ

Ｉの利用は同じ職業の労働者間の生産性格差を縮小させる。一方で生成ＡＩへの暴露が大

きいのは専門的な職業であること、生成ＡＩが生産性を向上させることを合わせて考える

と、職業間の格差は拡大することが予想される。 

特に生成ＡＩと補完的な職では、労働者の生産性と賃金が上昇する可能性が高い。職業内

の格差縮小と職業間の格差拡大のどちらの効果が大きいかで、全体に与える影響は異なる

が、賃金差は職業間の賃金差で説明できる部分が大きいことを考えると、後者の影響が大き

くなる可能性が高いといえそうだ。生成ＡＩがもたらす新たな格差に十分な注意を払う必

要がある。 

 

問 1 AI が雇用や労働に与える影響は三点の関心にわたって研究されている。この三点に

即して内容を要約しなさい。 

 

問 2 AI が雇用、労働のあり方、格差などにどのような影響を及ぼすか、文章の結論に即し

て自分の考えを書きなさい。 

 

著作権処理の都合上、本問題は掲載しておりません。 


